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本日１月２２日、核兵器禁止条約批准国が発効要件の５０カ国に達してから９０日が経過し、

同条約が発効することとなった。私たちはこの歴史的展開を歓迎するとともに、ここに関わった

被曝者・市民・NGO・政府関係者など地道な努力を続けてきた全ての人々に敬意を表する。 

核抑止力への信奉、ならびに「国家の安全保障のためには他国の無辜の民を犠牲にしてもやむ

をえない」という思想が核廃絶の妨げとなっている。この思想から抜け出せないまま、核兵器の

拡散を防止するだけでは核のない世界は実現しない。核兵器保有国が核をなくす努力をしなけれ

ば、非保有国の核開発を止める主張は説得力を持たないのである。核拡散防止条約(ＮＰＴ)の第

６条においても「全面的かつ完全な軍縮に関する条約交渉を行うことを約束する」との誓約を確

保している。この誓約の理念に実効性を持たせるために、核兵器禁止条約は、非保有国による開

発・保有を禁止するのみならず、保有国が保有する核を解体していく義務にも触れた画期的なも

のとなっている。 

私たちは１９４８年８月６日、広島被爆３周年を機に発足して以来、国内外の関係諸団体と協

力し、一貫して核兵器の廃絶を訴えてきた。物理学者アインシュタイン博士は、日本初のノーベ

ル賞受賞者となる湯川秀樹博士と会い、「私の理論のためにあなたの国に原爆が落とされて申し訳

なかった。」と言って涙を流し、その後ともに世界連邦実現のために力を注いだ。創生期において

核物理学の最先端の学者たちも活動の中心にいたことが当団体の特色である。世界規模・地球規

模の安全保障体制を創設し、核なき世界を実現することが私たちの目標である。 

日本政府は毎年、国連に核兵器廃絶決議を提出し、圧倒的多数の国の賛成を得ているが、その

日本政府が「核保有国と非保有国の橋渡しをする」ことを理由に、いまだ核兵器禁止条約に反対

の立場を取り続けていることは遺憾である。２０２０年度の核兵器廃絶決議に対する、国連総会

における賛成国が前年度比で１０カ国減少し、共同提案国が５６カ国から２６カ国に半減したこ

とには、核兵器禁止条約に対する日本政府の態度が影響している可能性がある。私たちは「核兵

器禁止条約」への署名・批准を求めるものであるが、政府が主張するように「核保有国と非保有

国の橋渡しをする」という立場をとるにしても、唯一の被爆国として核兵器廃絶に向かう道筋を

提示する積極的な外交を展開することが望ましい。そこで日本ができる一例を示したい。 

まず、「核兵器禁止条約」にただちに賛成できない事情があったとしても、「このような条件が

整えば賛成できる」とのコメントを加える。さらに、核兵器禁止条約締約国会議にオブザーバー

として参加し、核軍縮・核廃絶に向けて積極的に行動する。そのようにしてこそ、核保有国・非

保有国双方からの理解と信頼が得られるであろう。 

被爆者たちは自らが生存するうちに核兵器のない世界が実現することを望んでいる。その希望

を実現することこそが唯一の被爆国・日本の責務である。 

 

註 １９４８年に発足当時の団体名は「世界連邦建設同盟」（初代会長 尾崎行雄）であったが、現在

の「世界連邦運動協会」と同一の団体である。 

 


